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自動車企業の海外での製造活動中止
―日産自動車を索材にして一
井上昭一
はじめに
1992年10月，豪州日産自動車製造 (NissanMotor Manufacturing Co. 
(Australia) Ltd., 日産自動車の100%出資によって1966年に設立された豪
州H産自動車の後継会社。 76年3月に現社名に改称。以下豪州日産）のク
レイトン工場（メルポルン市）で製造活動がストップした。最後の乗用車
「パルサー」をライン・オフしたのちスイッチが切られ，前身も含めると
25年間に及ぶ豪州国内での生産に終止符が打たれたのである。
製造活動からの撤退理由について関係者，マスコミなどからいろいろ指
摘されている。それらは個々バラバラに分析されるべき撤退要因ではなく，
相乗的に絡み合っていることを念頭におきつつも，私は日産自動車が同国
での製造活動を中止した理由を，次の 2点に絞って追跡してみた。
第1は， 84年に豪州政府が発表した「自動車産業プラン」 (Automobile
Industry Plan) , いわゆる「バットン・プラン」 (ButtonPlan) —同プ
ランの創始者で，当時，商工大臣であったジョン・バットン(JohnButton) 
上院議員の名前に由来 に対して，東京の日産本社の対応が遅いうえに
適切でなかったことである。バットン・プランの目標は，豪州自動車産業
の国際競争力強化のために合理化を図ること，すなわち既存の 5メーカー
(13モデル車）を 3メーカー (6モデル車）に集約・統合するとともに輸
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出を奨励して，効率を向上させることにあったが，これへの日産の対応が
的確でなっかたわけである。
第2に，「いかなるタイプの乗用車を製造・販売すべきか」という経営戦
略上の決定において， 日産本社が4気筒車に固執したことである。日本の
20余倍の広大な豪州の国土を考慮に入れ，国民のニーズを注意深く調査・
分析すれば， 6気筒車の投入が不可避であることが歴然としていたにもか
かわらず， 日本本社はモデルの選定において致命的なミスを犯したのであ
る。
以上の視点から，日産自動車の豪州からの製造撤退を論じていく。なお
本稿は，すでに「H産自動車のオーストラリア撤退」と題して発表した研
究ノートを補筆・修正したものである。
I 製造活動までの準備期間
豪州に最初に登場した日産車は24台の「ダットサン・フェイトン」であ
る。1934年にメルポルン市に輸出され，そこで完全ノックダウン方式(Com-
pletely Knocked Down Kits, CKD)によって組み立てられた。しかしそ
の直後に，輸入関税率が3%から10%に引き上げられたために価格競争力
を喪失し， 24台かぎりで輸出はストップしてしまった。
戦後も58年になって， 2台の「ダットサン・プルーバード210」(1000cc)
が耐久ラリー「ラウンド・オーストラリア・モーピル・ガス・トライアル」
（メルポルンからシドニーまで豪州大陸一周，連続19日間， 1万マイル）
に参加し，うち 1台がクラス別優勝をとげた。それを契機として，日産は
豪州への輸出計画を立て，さらに60年にメルポルン市で開催された国際自
動車ショーに「ダットサン・プルーバード310」を出展することによって，
同国での販売活動に本格的に乗り出した。ローレンス・ハートネット卿(Sir
Lawrence Hartnett)が経営するハートネット・ホールディングス社
(Hartnett Holdings Ltd.)と契約を締結し，同年7月に， 110台の「ダッ
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トサン」を出荷したのである。
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豪州政府は， 64年5月1日，「新自動車製造計画」 (NewMotor Vehicle 
Manufacturing Plan)を発表した。このプランは翌65年1月1日からスタ
ートする予定になっており，日産は組み立て施設を設立する可能性の調査，
いわゆるフィジビリティ・スタディ (F S) を始めた。新自動車製造計画
は当初， 95%のローカル・コンテント（現地部品調達率）を規定しており，
「Aプラン」と「Bプラン」の 2段階に分かれていた。 Aプランはすでに
豪州国内で製造活動をしているメーカー用， Bプランはこれから同国での
製造活動に参入しようと望んでいる企業用のプランであった。
Aプランの最低年産台数は7,500台と決められており， 7,500台以上を生
産しているジェネラル・モーターズ・ホールデン (GeneralMotors Ho!-
dens, GM-H), フォード (Ford), クライスラー (Chrysler), フォルクス
ワーゲン (Volkswagen, VW)ならぴにプリティッシュ・モーター社
(British Motor Corporation, BMC)は，段階が設定されていたとはいえ，
表ー 1のような厳しいローカル・コンテント率をクリアしなければならな
かった。この厳しいプランに適合しえず， VWや BMCなどは， 70年代初期
に，豪州での製造事業から撤収してしまった。豪州市場への進出を希望す
るメーカーにとって，最初からローカル・コンテント率95%を達成するこ
とは不可能に近く，いわば入門課程としてBプラン＝「スモール・ポリュ
ーム・プラン」 (SmallVolume Plan, 少量生産台数計画）が制定された（表
-2参照）。
表ー 1 「新自動車製造計画」(「Aプラン」）
(1965年 1月1日実施）
実 施 期 日Iローカル・コンテント率
1966年 7月 1日までに
1968年 1月 1Bまでに
1970年 1月 1Bまでに
1972年 1月 1Bから
40-60% 
60-80% 
80-95% 
95-100% 
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表ー2 「スモー ル・ポリュ＿ム・プラン」(「Bプ
ラン」）の条件
台 数
1-2,500台
2,501-5,000台
5,001-7,500台
(1966年 7月1日制定）
ロー カル・コンテント率
45% 
50% 
60% 
日産はこのBプランに参加するために66年6月，ハートネット・ホール
ディングス社と解約し，シドニー市のプレスド・メタル社 (PressedMetal 
Corp.)と契約を結んだ。そして同年1月から「ダットサン・プルーバード」
の組み立て生産に着手しはじめた。ちなみに， 63年に豪州での自動車生産
を開始したトヨタも Bプランに参加したが，ローカル・コンテント率45%
の日産を上回って， 60%(「カロー ラ」）と50%(「コロナ」）のレベルに達
していた。 Bプランについて，もう 1つ指摘しておくべき重要な点は，こ
のプランには「抜け穴」 (loophole), すなわち豪州国内で組み立てられる
モデルが外国においても生産されている場合には，そのモデル車を制限台
数に達するまで自由に輸入してもよいという「抜け穴」があったことであ
る。 Aプランにはこのルールが適用されなかったために， 日産とトヨタ以
外の自動車メーカーや豪州自動車部品製造業者連盟 (Federationof Aus-
tralian Parts Manufacturerts, F APM)が猛烈な反対運動を展開した。し
かしながら， 68年12月24日に「抜け穴」が完全に密封されるまでに 2年半
の時日を要し，その間に日産もトヨタも豪州市場に定着してしまっていた。
ちなみにこの時点で，輸入車が同市場で30%のマーケット・シェア (63年
にはわずか3%)を占めたが，そのほとんどは日本車によるものであった。
（表ー 3参照）。
69年2月1日，豪州政府はAプランに新しいレベルを付加した。その内
容は，年間生産台数7,501~25,000台のメーカーに対して85%のローカル・
コンテント率を課すというもので，これによってBプランに45%,50%お
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表ー3 オーストラリアの完成車輸入台数
; 
よび60%, Aプランに85%と95%の，計5段階の調逹比率が生産台数別に
設定されたことになる。日産とトヨタがAプランの85%レベルに参入する
ことを検討中の71年12月，また別のプラン変更がもたらされた。それは「輸
出クレジット・プラン」 (ExportCredit Plan) という制度の創設である。
この制度の下では，豪州国内産の製品を輸出すれば，それと同じ貨幣価値
分の財物を無関税 (duty-free)で輸入する権利が与えられた。自動車の総
価値の10%という制限付きであったが， 69年の85%のレベル（例えば自動
車1台の価格が10,000豪ドルとした場合，8,500豪州ドル分を国内の自動車
部品業界から購入することが義務づけられる）から10%を控除すれば， 75
％のローカル・コンテント率（上の例からすれば， 7,500豪ドル）になる。
つまり豪州産の製品を輸出すれば，ローカル・コンテント率は85%から75
％に下がるわけである。
日産とトヨタはこの「新Aプラン85%」の適用を受けることを希望し，
豪州政府に申請した。ところが，翌72年の選挙で自由党 (LiberalParty) 
が労働党 (AustralianLabor Party)に敗北し，結局その申請は棚上げさ
れてしまった。
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I 自動車産業プラン（バットン・プラン）の制定
72年の選挙はベトナム戦争中に実施されたために，国民は戦争以外のこ
とには余り関心を払わなかった。マクマホン政権 (MacMahon Govern-
ment, 自由党）の外交方針は「アメリカ合衆国政府を支持する」というも
のであった。他方，ウィトラム (Whitlam)労働党は，「わが党が選挙に勝
利すれば，いまだかつてないほどの不人気な東南アジアでの戦闘に関与す
ることをやめ， ANZUS条約 (Australia,New Zealand and the United 
States Treaty)=太平洋安全保障条約 (PacificSecurity Pact)の通称。
締約国のオーストラリア (A),ニュージーランド (NZ),アメリカ (U
S)の3カ国の頭文字を結んでこう呼ばれる。 1951年9月締結された無期
限安全保障条約＝を破棄する」との選挙公約を掲げていた。要するに，選
挙の争点は「ベトナム戦争に参戦し続けるか否か」にあり，これ以外に重
要なものはほとんどなかった。労働党の勝利にともなって豪州兵がベトナ
ムから帰還したが，それと軌を一にして国内に経済的混乱が目立ちはじめ
た。労働党政権による非現実的な経済政策，タイミングを逸した意思決定，
さらに「ひどい場合には」まった＜決定が下されなかったことさえあった。
不幸にも，自動車産業政策がその「ひどい場合には」に該当した。日産と
トヨタによる「85%のローカル・コンテント適用申請」は何ら考慮されず，
76年の自由党政権の復帰までの4年間「どっちつかずの状態」 (inlimbo) 
に据え置かれたままであった。
当時，完成車の関税率は45%であり，もし年間に7,501台以上の乗用車を
販売しようとすれば， 日本から輸入する必要があったが，この仕事は日産
やトヨタではなくて，代理者によって独占的に遂行された。 73年から急激
な日本車輸入が始まった。（表ー4参照）。輸入急増の主要因として，次の
2点が指摘できよう。
第1番目は， 72-73年にかけての第 1次石油危機 (FirstOil Crisis)の
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表ー4 オーストラリアの完成車輸入
年 台数（台） シェア（％）
1972 34,639 1.5 
1973 65,703 14.3 
1974 151,042 31.8 
影響である。これを契機として，性能や品質がよいうえに燃費効率にも優
れた日本の小型車人気がいちだんと高まるが， とうてい国内産だけでは需
要をまかないきれず，日本からの輸入に頼らざるをえなくなった。第2番
目は，石油危機に起因するインフレーションの影響である。豪州の日常生
活用品は石油価格の変動にきわめて敏感に反応する。国内輸送がほとんど
トラックに依存しているからである。インフレーションのもたらす悪循環
に歯止めをかけるべく，次々といろんな政策が打ち出された。代表的な例
として， 73年7月に，完成車の輸入関税率が45%から33.75%に引き下げら
れたことがあげられる。当然のことながら，日産車やトヨタ車の価格は従
来よりも安くなり，いっそうの輸入台数の増加をもたらした反面，国内メ
ーカーのシェアはダウンし，経営悪化を惹起した。それゆえに74年に， GM
-H, フォードならぴにクライスラーの 3社が合理化策の一環として，合計
で7,000人の従業員をレイオフした。事態を憂慮した政府は，自動車プラン
に関して次の 2つの対策を講じた。
(1)輸入関税率を33.75%から元の45%に戻す。
(2)75年1月から「80/20」（国内自動車80%/完成車輸入20%)のマーケ
ット・シェアリングを厳守する。
この措置に対して，豪州自動車部品製造業者連盟 (FAPM)などが反対
したにもかかわらず，「80/20」プランの変更は認められなかった。
76年にフレーザー (Frazer)自由党が政権を奪還したとき，ょうやく日
産とトヨタによる「ローカル・コンテント85%」レベルヘの参加申請が受
理・認可された。その結果，両社は豪州国内で年間7,501台から25,000台の
幅で自動車を生産する権利を獲得することになった。ビジネス・消費者問
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題担当大臣 (TheMinister for Business and Consumer)は，次のような
コメントを発表した。「豪州市場では日産車やトヨタ車に対する需要が旺盛
で，両社が生産活動に入れば，ューザーだけでなく部品メーカーや労働者
雁用にも好影響がもたらされるだろう」と。
78年に，またもやプランの変更がなされた。当時の豪州自動車業界は，
品質的にも価格的にも，輸入車に対抗できず低迷していた。その救済策と
して，完成車の輸入関税率が45%から57.5%に引き上げられるとともに，
もともと，一時的な方策であったはずの輸入車台数の割当制も延長された。
79-81年にかけて，政府の諮問機関である「産業援助委員会」 (Industry
Assistance Commission, IAC)が豪州自動車業界史上重大な意義をもつこ
とになる調査を実施し， 81年12月にリポートとして公けにした。 84年5月
29日に発表された通称「バットン・プラン」は，この IACリポートに盛ら
れている勧告のほとんどすべてを網羅していた。その骨子は以下のとおり
である。
(1)マーケット・シェアリング「国産車80%/輸入車20%」の廃止。
(2)「関税・クォーター制」 (TariffQuota System)の設定。これによっ
て割当量以上の輸入も認可されるようになったが，その代償として150
％の関税を支払わなければらない (92年に125%に引き下げ）。
(3)「輸出クレジット制」の拡大。
(4)「ローカル・コンテント85%」の存続。
(5)既存の 5自動車メーカー， 13モデルを 3社， 6モデルに整理・統合。
(6)バットン・プランの管理機関である「自動車産業局 (Automotive
Industry Authority)の創設。
これらバットン・プランが有する内容と同プランヘの対応のまずさから，
日産の悲劇的な将来の幕が切って落とされることになる。
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I 自動車産業保護政策の変遷
豪州での最初の大量生産体制による自動車は， 1948年のGM-H製「48/
215」モデル，「EJ・ホールデン」で，政府策定のプラン通り， 95%以上
のローカル・コンテント率を実現していた。フォードや他の自動車メーカ
ーも組み立て，あるいは製造活動に従事していたが，この時点では日本製
の自動車はほとんど登場していない。
60年代半ばごろ，日産とトヨタが豪州市場に進出しはじめたとき， GM,
フォード，クライスラーの，いわゆる米ビッグ・スリー以外の欧州系自動
車メーカーは同市場での組み立て，あるいは製造活動から撤収する構えを
みせていた。そして70年代半ばまでにトライアンフ (Triumph),ルーツ
(Rootes), ルノー (Renault),エム・ジー・ビー (MGB/Leyland),プ
ジョー(Peugeot), ポルポ(Volvo),BMC, VWなどが完全に手を引いて
しまった。 80年4月30日にはクライスラーも，米国本社の赤字削減と世界
規模的な事業展開のために豪州子会社であるオーストラリア・クライスラ
一社 (CAL)の所有株式全株3,879万株を5,760万ドルで，三菱自動車工業
と三菱商事に売却した。豪州市場から撤退したこれらの企業は，自動車プ
ランの方針や指示に従う能力がないか， もしくは従う意思がなくて製造活
動を停止したのである。
前節にて述べたように，自動車プラン数は，基本的には，ローカル・コ
ンテント率に応じて 5つ (Aプラン 2つとBプラン 3つ）であったが，実
施期間中に目まぐるしく変更が加えられたために，細かく分類すれば数十
にも達する。とはいえ， もともと 5つだけであり，プランの基本形を要約
して述べると，次の通りである。
[ 1] 1944年の「チフリー政府」 (ChifleyGovernment, 労働党）の方
針：「価格に基づいてローカル・コンテント率90%の車を作るか，重量に
基礎をおいて95%の車を製造すること。」
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[ 2 ] 1964年の「メンジーズ政府」 (MenziesGovernment, 自由党）の
方針： 「ローカル・コンテント95%の自動車を製造すること。」
[3] 1974年の「ウィトラム政府」 (WhitlamGovernment, 労働党）の
方針： 「ローカル・コンテント95%は厳しすぎるので85%に緩和する。日
産もトヨタも参加を認める。」
[ 4] 1979年の「フレーザー政府」 (FrazerGovernmant, 自由党）の方
針：「ローカル・コンテント85%はまだ高すぎる。輸出クレジット方式を
導入して80%に緩和する。その後77.5%に緩め，最終的には70%にする。」
[ 5] 1984年の「ホーク政府」 (HawkeGovernment, 労働党）の方針：
「ローカル・コンテント70%は良しとするが， 74年にH産とトヨタに参入
を許可したのは間違いであった。今後92年までに，国内メーカー 5社を 3
社に絞る必要がある。これを実現する最善の策は， B産とトヨタが製造活
動を諦めるまで関税率を引き下げることである。わが国に自動車メーカー
が5社も存在することは政府による保護が不可欠であるが，それは財政的
にきわめて••困難であり，政府としては保護するつもりはない。」
豪州において，自動車産業に対する保護策，あるいは規制策が実質的な
意義をもつのは70年代初頭からであるが，政府による国産化政策や輸入車
規制策は，まさに朝令暮改的に強化されたり緩和されたりしている。年次
順に，その内容をみてみよう。
72年に労働党政権が誕生したが，同政権は従来よりも厳しい国産品優先
措置政策，すなわち自動車全生産品目の85%の国産化計画（メーカーは部
品の85%の国内調達が義務づけられ，その見返りとして残りの15%分だけ
は無関税で輸入できる計画）を打ち出した。第 1次石油危機に起因する74
年ごろからのインフレーションと惟界経済の後退などが渦状的に絡み合っ
て，ついに75年には，輸入車の比率を国内販売 (74年の総販売台数は約58
万8,500台， うち国産車43万7,500台，輸入車15万1,000台）の20%以下（国
内メーカーに80%のシェアを確保させるための輸入枠）の年間 9万代に制
限するという方針が発表された。しかし，こ輸入割当制は76年12月8日に
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廃止された。
77年7月12B, コットン産業・商業相は，自動車産業における雇用状況
の悪化を食い止めるため，翌13Bから乗用車の輸入数量規制を実施すると
の声明を出した。その内容は，①輸入台数を年間 9万台とし， 76年11月の
実績をもとに 3ヵ月毎に割り当てる，②輸入規制実施期間はとりあえず6
ヵ月間とする， というものである。同年10月，政府は乗用車の輸入規制を
2年間延長して79年12月末まで継続する決定を下した。コットン産業・商
業相ならぴにファイフ企業・消費者関係相によると，この政府措置は「輸
入規制の継続が国内自動車メーカーを深刻な窮状から救済するのに必要」
であり，また「輸入規制を続けないと，国内メーカーのマーケット・シェ
アが窮地から脱出するのに必要だと政府が考えている80%以下になってし
まう」との理由でとられたのである。それゆえに政府は，①77年の輸入車
割当台数は 9万台，②78年は 9万4,000台，③79年は 9万台を下回らないも
のとし， 78年末に実際の割当台数を決める，さらに④産業援助委員会が数
量規制は79年12月31日までと勧告したのに対して，政府側はこれを無視し
て，それ以降については79年中に決める，⑤完成車の現行輸入関税45%は
80年12月末まで継続する，との決定を下した。
78年2月23日， リンチ商工相とファイフ企業・消費者関係相は前年10月
公表の輸入割当台数 (9万台）を取り消し， 78年は新車需要が減少すると
の見通しから，自動車輸入業者に対する第2四半期 (4-6月）以降の暫
定割当を中止すると発表した。豪州政府は雇用政策の一環として現地産業
保護策を採っている。自動車産業に関していえば，現地メーカーが80%の
シェアを確保できるようにとの配慮から輸入枠を設定しているのである
が，当初の78年の需要見通し47万台（輸入枠は20%の9万4,000台）を実現
するのは困難であるとして， 2月23日に，第 1四半期 (1-3月）の輸入
割当を認めただけで，以降の中間割当は行わないことにした。ところが，
7月28日になって政府は自動車産業の保護という観点から， 78年の乗用車
の輸入割当台数を年間 8万8,000台に変更すると公表した（政府による同年
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の需要見通しは44万台）。今回の措置声明に際して，政府は従来1,000台以
下の割当枠しか持っていなかった企業には枠の削減をしない旨約束した。
その後8月15日，ファイフ企業・消費者関係相は乗用車の輸入関税率を45
％から57.5%に引き上げ，乗用車販売税については逆に27.5%から15%に
引き下げる法案を議会に提出する， と発表した。
79年7月3日，政府は79年分の乗用車輸入割当枠を 9万3,000台（需要見
通し46万5,000台）とし，改めてガイドラインに基づいて輸入車のシェアは
今後とも，同国市場の20%に抑える方針であると強調した。同年10月，政
府は80年1年間の輸入車割当台数を前年より2,000台増やして 9万5,000台
とし，うち 8万5,000台を従来通りの実績配分，そして残りの 1万台を入札
方式にすると通達した。それによると実績配分は， 77会計年度 (77年7月
-78年6月）および78年度の過去 2年間の実績に基づいて各社に割り当て
られるという案であった。今囮初めて導入された入札方式は， 45%の輸入
関税に「プレミアム関税をいくら上乗せした車を何台輸人することを希望
するか」という調査書を各業者に提出させ，上位1万台まで許可する方式
で，応札の締め切りは11月2Bであった。
産業援助委員会は80年7月298,翌81年以降の完成車の輸入規制に関す
る勧告草案ー一-<D入札方式による，割当台数を年々増加させる，②輸入課
徴金率を現行の12.5%から 20%に引き上げ81年から実施するなど—をま
とめ政府に提出した。このリポートの中で， とくに強調されたことは，従
来，政府が堅持してきた「輸入枠は総需要の20%以内に抑える」基本方針
を，「30%にまで引き上げるべきである」とその転換を訴えたことである。
しかしながら，政府は12月5Bになって，国内自動車産業の保護・育成と
いう見地からその勧告を拒否し，81年の輸入枠を80年より下回る 8万8,000
台に設定した。つまり需要見通しを44万台とし，輸入車には今まで通り20
％のシェア枠しか認めなかったのである。乗用車の関税は45%で，これに
12.5%の課徴金を上乗せするため，輸入車には本国の工場出荷価格に57.5
％の税金が賦課されることになる。こうした保護政策によって国内の 5自
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動車メーカーの経営が擁護されているわけである。
83年半ばごろから同年末にかけて，豪州は国産車保護策をめぐって大き
く揺れた。ホーク労働党政権は「雇用機会の確保」「製造業のレベルアップ」
という観点から，自動車産業の保護・育成に熱意を示した。しかし，国内
の乗用車販売市場は年間たかだか45万台程度で，バットン商工相も「これ
だけのマーケットしかないのにメーカーが5社も存在するのは多すぎる」
ともらすほどであった。年間生産台数はトップのフォードでさえ13万台規
模， 5位の三菱自動車は 5-6万台で，当然のことながら，生産コストは
高くつき，市場価格も同型車で日本の 5割高にもなった。さらに，部品メ
ーカーを保護する目的で「国産化率85%」という高い障壁があるため，乗
用車の価格は一向に安くならない。57.5%という高率関税にもかかわらず，
とりわけ日本からの輸入車が市場性を発揮し，放置すれば国産メーカーの
経営が危殆に瀕する恐れがあった。そのような事情もあって近年，「乗用車」
の分類に属さないマイクロバス，バンタイプ車，四輪駆動車（四WD)が
内装を豪華にし，荷台部分も客席用に模様替えをして大量に入ってくるよ
うになった。とくに日本製が目立った。フォードやGM-Hは，「小型商用
車の年間輸入量が13万台にもなり，乗用車市場を圧迫しているので規制す
べきだ」と政府を激しく突き上げた。
労働党政府は前保守党政権から引き継いだ自動車政策を全面的に見直
し， 85年以降の新政策を打ち出そうとして，「小型商用車問題をめぐる国内
自動車メーカー保護のあり方」を産業援助委員会に諮問する一方で，「当面
の問題だけでなく中期的な展望も含めた検討」を国産メーカー 5社，部品
メーカー，自動車産業労組，利用者代表などからなる自動車産業審議会
(Car Industry Council, CIC)に依頼した。産業援助委員会は，①国内メ
ーカーはすでに十分な保護を受けている，②小型商用車の一部が乗用車市
場に影響を及ぽしているのは事実であるが，だからといって小型商用車，
四WDの輸入制限まで行うべきでない，と「過保護反対」の答申を出した。
ところが他方，自動車産業審議会は，「85年の輸入台数は 9万5,000台， 86
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年9万4,000台， 87年9万8,000台とし， 88年以降の輸入割当は86年実績を
みて，国産車シェアが80%台を維持できるようにすべきだ」として「保護
強化策」を求めた。
輸入制限枠に関して，政府の2つの諮問期間が賛否両論に分かれている
折の84年5月29日，バットン商工相が国内自動車産業の効率向上と国際競
争力強化を狙いとして，①輸入車に対する現行の数量割当制を漸次廃止し
て関税割当制に移行する，②現在部品輸出の見返りとして認められている
国産化率引き下げ幅を87年には15%まで拡大する，などを骨子とする新自
動車産業政策（「バットン・プラン」）を打ち上げた。それによると，輸入
車に対する数量割当は86年以降毎年25%ずつ減らす。反面， 85年から現行
57.5%の輸入関税を上回る税率での乗用車輸入を認め，その税率を漸次引
き下げていくことによって， 92年には現行税率 (57.5%)での乗用車の輸
入を無制限に認めることになっている。政府はこの措置によって， 90年代
前半には現在の 5メーカーを 3社に減じるとともに，生産車種数を13モデ
ルから 6モデルヘと集約・整理したい意向であると表明した。国産化率に
ついては現行の85%は依然維持されるが，84年現在7.5%まで認められてい
る部品輸出の見返りとしての国産化率引き下げ幅は， 87年には15%まで拡
大されることになった（表ー5参照）。 84年から92年までの 8ヵ年にわたる
表ー 5 豪州の新自動車産業政策の概要
1983年 84 85 86 87 88 89 90 91 92 
完成車の輸入割当 8毎5年をペースに→ O 8.1 8.65 10.5 25%削減（万台）
（関税率は57.5%)
枠外輸入車への関
（輸入禁止） 100 95 90 85 80 72.5 65 57.5 
税率（％）
（輸入自由）
輸出入補完制度に
よる国産化義務率
6.25 7.5 10 12.5 15 の免除
（％・ポイント）
〔注〕輸出入補完制度は，現地生産している企業の国産化義務率 (85%)を豪州製車両部
品の輸出に応じて免減するもの。
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自動車産業合理化計画ともいうべき新自動車政策は， 85年以降完成車輸入
を自由化するとともに，現在の輸入割当台数を89年までに段階的に撤廃す
ることが目玉となっている。しかし，自由化されるとはいえ85年の関税率
は100%であり，これでは輸入車の競争力は期待できない。さらに現地メー
カーにとっては，比較的低関税率 (57.5%)の輸入割当が優先的に与えら
れているが，この数量枠が89年までに完全になくなることはむしろ痛手で
もある。一方で，輸出入補完制度に基づく国産化義務率の引き下げは87年
には15%となり，最終的には70%のローカル・コンテント率とされること
になった。
その後数年間，政府はバットン・プランに基づいて自動車産業の近代化，
合理化を推進した。そしてそのテンポを加速するために88年4月13日，輸
入車の関税割当制度を直ちに廃止するほか，関税率も段階的ながら大幅に
引き下げるなど自動車市場の思い切った規制緩和＝自由化策を発表した。
概観しておこう。関税割当制度は現在国内市場の20%をメドに適用，割当
枠外については85%の高率関税をかけている。計画では92年に廃止される
ことになっていたが， 13日から直ちに輸入関税だけの規制に踏み切った。
乗用車の関税については①現行の57.5%を13日から45%に引き下げる，②
89年以降，毎年2.5%引き下げ， 92年 1月1Bから35%にして保護水準を大
幅に緩和する。四WD車（現行25%) と軽商用車（同35%)の関税に9つい
ても直ちに一律20%とし， 92年1月1日からは15%まで引き下げるという
大幅な変更をともなう内容である。さらに注目すべき点は，いまひとつの
規制措置であった余剰輸出クレジットの緩和が盛り込まれていたことであ
る。金額ベースで部品国産化率をオーバーした分については，完成車輸入
に割り当てる比率が増大し，従来の 2年間のみの有効期限も撤廃された。
こうした一連の集中的な緩和措領により，これまで国内販売台数の20%に
制限されてきた輸入制限は，事実上解消されることになった。国内自動車
市場の自由化は，バットン・プランに基づいて生き残りを目指す現地の日
米メーカーの競争力強化や再編・統合に弾みをつけ，同国全体の自動車産
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業の近代化のピッチを早めるのが大きな目的といえよう。
バットン・プランの制定と改定が進んでいた91年3月5日に，政府は国
内自動車産業の再編成などを狙いとした産業改革の新プログラムを作成
し， 93年1月から 8年間にわたって効力を有することになる自動車新法を
発表した。それは輸入車関税の大幅引き下げなど，国内自動車保護策の緩
和方針をさらに推進したものである。政府は従来自動車国産化政策として，
ローカル・コンテント85%以上を達成している 5社の利益を守るため，輸
入車に対する関税障壁を高くするなどの措置を実施してきた。しかし今回
の決定では，自動車の国産化政策が終了する92年度に35%となる関税が，
93年以降毎年2.5%ずつ引き下げられ， 2000年には15%になることになっ
た。このため 5社は猛反対し，関税引き下げの見送りを要求したが業界側
の意向は反映されなかった。その後政府は自動車産業構造転換計画を承認
し， 91年 1月1日に遡及して実施に移した。すなわち93年初めからとなっ
ていた当初案を変更して 2年間繰り上げたわけだが，自動車輸入関税の引
き下げについては当初プランどおり93年からの実施となる。つまり関税率
は91年の37.5%から毎年2.5%ずつ引き下げられ，2000年以降15%になるの
である。この構造計画は，自国自動車産業の輸出競争力と輸出志向の姿勢
を強化することを狙ったものである。さらに自動車・同部品の輸出を奨励
する目的から，企業には輸出額に応じた「クレジット」が与えられる。ク
レジットは，輸出に含まれる国内付加価値として計算され，企業はクレジ
ットにその時々の輸入関税率を乗じた金額を限度に輸人関税が免除され
る。例えば，年間100万豪ドルのクレジットを与えられた企業は，（現行37.5
％の関税率を乗じて）37.5万豪ドルまで輸入関税が免除されるわけである。
また，自動車部品輸入の15%について，輸入関税を免除するという従来か
らの規制は96年末まで継続されることになった。
自動車企業の海外での製造活動中止（井上） (1161) 195 
IV バットン・プランの変更と日産の苦悩
84年にバットン・プランが公表された時の一般大衆の日産に対するイメ
ージは，けっして芳しいものではなかった。同年から85年にかけて実施さ
れた調査に基づいて，消費者向け雑誌『チョイス』 (Choice)は，日産の「200
B」（中型車）と「プルーバード」（中型車）の信頼性はH本製ならぴに現地
生産車のなかで「ワースト」と指摘し，その理由を次のように報じている。
(1)日産の東京本社の指示で豪州日産における日本人スタッフの出入りが
激しくて，コミュニケーション不足や安定性が欠如していること。
(2)クレイトン工場は他の諸工場に比べて生産性が低いこと。
(3)スタッフの勤労意欲やディーラーの質などの面で問題があること。
このような欠点を是正するこめに， 87年3月， GM-Hからアイバン・A.
デベソン (IvanA. Deveson, 1934年豪州生まれ）がヘッド・ハンティン
グされ，豪州日産の新会長兼最高経営責任者 (ChiefExecutive Officer, 
CEO)に任命された。デベソン会長は，チーフ・アドバイザー兼共同管理
者 (ManegementTeam) として笹本久士（豪州H産の日本人トップ）を
指名した。
当時，広大な国土をもつ豪州市場で成功するには 6気筒モデル車の投入
が必要であったが，束京のH産本社は「峯州日産からの 6気筒車に対する
要求を誤解していた」。本社首脳は，「GM-Hやフォードが豪州市場での 6
気筒車の将来性について否定的見解を述べた」ことを受けて，「6気筒車の
投入を断念した」と弁解するのであるが，この点に関して少し説明をつけ
加えておこう。
86年に， 日産はGM-Hと合併事業形態をとった。そして GM-Hと「棲
み分け」とでも表現すべき「モデル・シェアリング」 (modelsharing) を
実施していたが， 日産がGM-Hのチャック・チャップマン (ChuckChap-
man)会長はじめ，同社のスタッフに「マキシマ」 (6気筒車）を打診した
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ところ，彼らは同車の採用を断った。もし「マキシマ」を投入すれば， GM
-Hの「コモドア」 (6気筒のH産「スカイライン」仕様）と同じ市場セグ
メントで直接的に競合するからというのが，その理由であった。ところが，
日産本社ではこれを「 6気筒車は豪州では不向き」と解釈したのである。
フォードも，日産と GM-Hとの合併関係が終了した時点で，デトロイト
本社の命令に従って日産とのモデル・シェアリングを検討したが，やはり
「マキシマ」の導入を拒否した。 GM-Hと同様な理由で，「フォード・ファ
ルコン」 (6気筒車）の市場を直撃する恐れがあるために「要らない」と断
ったのである。それでH産本社のトップ・マネジメントは，「やはり豪州市
場では 6気筒車投入は不適当である」との最終決断を下した。
豪州日産のスタッフは，「6気筒の『マキシマ』は我々にとって完璧だ」
として，東京の本社に同車を豪州市場に投入するよう要求したが，無視さ
れたり，あるいは 1年間ほど「まだ決めていない」といわれ続けた。豪州
日産では，本社のこの態度に対して日本の「スロー・ノー」 (SlowNo) と
皮肉った。当地の自動車ジャーナリスト達は，「アイバン・デベソンは 4気
筒車が好きだから，そして本社の言いなりになって 4気筒車の投入に反対
しなかったから， CEOに抜擢されたのだ」などと取り沙汰した。「振りかえ
ってみると，私の最大の失敗は 4気筒車の『プルーバード』（現地名『ピン
ターラ』）を市場に投入したことにある。しかし，自己弁護する訳ではない
が，私は日産に入社したばかりで，モデル選択のような重大な決定に関し
て本社に反対する自信がなかった。」とデベソンは述べている。
もう 1つ，皮肉なことが起こった。豪州日産が「スカイライン」 (6気筒
車）の生産を中止したとき，ニュージーランドヘ輸出する 6気筒車がなく
なってしまった。そこで同社は「ピンターラ」 (4気筒車）を輸出しはじめ
た。そのためやむを得ず，ニュージーランド・日産はノックダウン方式で
「マキシマ」 (6気筒車）を組み立てはじめた。同車はGM-Hの「コモド
ァ」 (6気筒車）の販売台数を凌駕して，ニュージーランド市場で「スカイ
ライン」の 2倍以上のシェアを獲得したのである。「ピンターラ」の販売台
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数は，絶望的に低い水準にとどまった。しかし不幸にも， 86年時点では，
このズレがもたらす重大さを H産本社は認識していなかった。
さらに，次のことも指摘しておく必要があるだろう。 85年9月22日の，
いわゆる「プラザ合意」の影響で豪ドル (A$)が日本円に比べて著しく
価値が減少し，物価が急騰した。その結果，自動車販売台数は劇的に下落
し， 20数年前の水準にまで落ち込んでしまった。各メーカーともに苦しん
だが， トヨタと同時期の60年代に豪州に進出したH産の業績は悲惨なもの
で， 80年代に上陸した三菱自動車にも遅れをとり，第5位，つまり最下位
に落ち込んでしまった（図ー1参照）。
150 
100 
ヽ
”ヽ
¥、 Holden
鼻鼻
，．．．、"・ 一•一·--・'-.. --・・、- ・ 、,,. . 、,”
••ヘ・
、`Toyota, 
’‘ :-:.・ ペ:_./ •• ・・-:.-, ―-50 -1I ,. ジ,,.、....___~-- - .. 、Mitsubishi.,.., 
一Nissan 
゜1981 1983 1995_ 1987 1989 1991 図ー 1 REGISTYRATIONS OF NEW CARS AND STATION WAGONS 
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豪州日産の業績が低迷している間にも，バットン・プランは数次の変更
を重ねた。これらの変更は， 56-86年の豪ドルのかなりの価値下落によっ
て拍手がかけられた。具体的に紹介しておこう。
1986年：少量生産に対する罰金制の導入。
1987年：特別な「輸出クレジット」を自動車輸入会社に適用。
1988年： 「豪ドル安」が生じたときバットン・プランを再検討。その結
果，①輸入割当制 (Quota)の廃止。②乗用車関税を57.5%から
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45%に引き下げ，その後毎年2.5ずつダウンして92年に35%にす
る。③軽トラックと四WDの税金を20%に引き下げ， 92年に15
％にする。
1989年： 1月1Bにローカル・コンテント制度廃止。それに代わって自
動車生産の15%は無関税，残りの85%については90年40%,91 
年37.5%,92年には35%と輸入税を減免。
これらバットン・プランの変更のうち，豪州日産が最もダメージを受け
たものは86年の少量生産罰金制であった。 90年に，自動車産業委員会は次
のように述べている。「従来，生産台数が一定レベル以下であってもペナル
ティは課されなかった。これらのモデルの製造業者はそのモデルの生産を
やめるか，それとも販売増を図ることによって，ペナルティを回避してき
たからである。」
バットン・プランの目標の 1つは，再三述べてきたとおり，「5メーカー
から 3メーカーに」「13モデルから 6モデルに」絞ることである。生産台数
が第 6番目のモデルまでは罰金が課されなかったが， 7位以下のモデルに
は罰金が課された。 88年時点で， 日産車は 6位（「パルサー」）と 7位（「ピ
ンターラ」）に位箇しており，ペナルティを回避するためには，少なくとも
5位と 6位にならなければならない。豪州日産としては，販売台数を増や
すために，早急に何らかの手を打つ必要があった。フォードには「ファル
コン」， GM-Hには「コモドア」， トヨタには「レクセン」，そして三菱には
「ベラーダ」と，それぞれ6気筒車が存在していた。ところがH産には 6
気筒車はな<. 6気筒車を製造する計画もなかった。豪州日産は 2つのモ
デル車（「パルサー」と「ピンターラ」）を有していたが，いずれも 4気筒
車であり，年間20,000-29, 999台の生産台数層に位躍する少量生産モデル
であった。 90年後半から91年初頭にかけて，バットン・プランによる高い
ペナルティ料から逃がれる道はただ1つ，「大量販売」しかなかった。デベ
ソン会長も「私の仕事はツー・ゲット・ポリューム (toget volume)だ」
と明言している。彼は販売台数を増やすために数々の戦略を駆使した。最
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大のものは「ディスカウンティング」 (discounting, reduce the price 
drastically)策であった。マーケット・シェアを高めるために，利益を犠牲
にして生産価格で販売し，いったんシェアを高めてから値上げをして，そ
れを維持するのがこの計画の狙いである。ところが，これには2つの弱点
があった。
1つは， もしライバル企業が自らのシェアを維持するために，同じよう
にディスカウンティングを実施すれば，双方ともに利益を上げることがで
きなくなることである。もう 1つは，ディスカウンティングを中止したと
きに「スティッカー・ショック」 (stickershock)が生ずる危険があること
である。スティッカー・ショックとは，ディスカウント策を中止して車の
価格が急騰したとき，消費者は経済的には車を購入することができても，
厭気がさして購入しないことを意味する。つまり「能力」はあっても「意
思」がない状態をいう。豪州日産の場合， 91年に「パルサー」に関して，
ディスカウンティングとスティッカー・ショックの双方が生じ，最悪の状
態に陥った。具体的にいえば，同社がディスカウンティングを発表したと
き，同業4社も同じ方法をとった。その結果，自動車業界全体のマーケッ
ト・シェア構造に変化が生じなかったばかりか， 5社ともに利益を計上す
ることができなかったのである。
次に豪州日産が打ち出した販売戦略は，特別な「オプション・パッケー
ジ」の設定である。例えば同社は「パルサー・リーポック」というスポー
ティーなイメージをもつ車を売り出したことがあった。これはリーポック
社 (ReebokLtd.)の協力を得て，特別なクロス・トリムのシートや内装な
どにオプションを付けたものである。この販売戦略は，一応奏効し「パル
サー」は90年の 6, 7, 8月の 3ヵ月間，「全豪のベスト・セラー・カー」
になった。しかし反面，それに伴う犠牲も大きく，ディスカウント料，特
別パッケージ料，インセンティンプ（販売奨励金），宣伝費などに 1ヵ月で
900万ドル以上もつぎ込まざるをえなかった。販売戦略をいくつか打ち出す
間にも豪州日産は，クレイトン工場を豪州最大の工場に転換するために生
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産設備の改良や，地域住民と良好な関係を保とうとの企業努力を重ねてい
たことを指摘しておきたい。デベソン会長によれば，「8年かかる仕事を 3
年間に消化しなければならない」のであるが，具体的には，次のような年
次計画を達成する必要があった。箇条的に示しておこう。
1987年：最新のプライマー塗装設備 (1,400万豪ドルの投資）
1988年：クレイトン工場内に労働者リハビリ・センターの設置。
1989年：自動塗装工場の拡張。
1990年：ポディ・パネル工場，スタンピング・プレス工場と倉庫の設置。
社員だけでなく地域住民も使用できる訓練センター「トレイニ
ング・コンプレックス」 (270万豪ドル）の建設。塗装設備の再
拡張など。
このような活動を展開することによって生産性の向上や企業イメージの
向上に努めたにもかかわらず，自動車業界では豪州日産の将来に対して疑
問視する人が増えていった。
v 豪州H産の衰退と撤退一舟利聞報道に依拠しつつ――
豪州日産が衰退し，ついには撤退に踏み切らざるを得ない有様を，とく
に豪紙 TheAustralianの記事に依拠しつつ追跡してみよう('"'付きの英
文は同紙の Headlineである）。
〔1991年〕
1月17日： "Nissan pays high price to stay in Australia" 
信じ難いほどのひどい数字が豪州日産の状況を明白に物語っている。過
去10年間で，利益を計上したのは81年の1,890万豪ドルと88年の210万豪ド
ルの 2回だけにすぎず，累積債務は 6億6,500万豪ドルにも達した。
1月31日： "Nissan strives to survive" 
豪州H産は， 90年のディスカウンティング政策を継続すると公表した。
「ピンターラ」が3万台の新しい枠を越えるためには，前年の2万1,320台
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の販売台数に40%も上乗せしなければならない。デベンソン会長は「アジ
ェンダ」 (agenda=議事日程）の第一項は資金的に生き残ることだ」と語っ
ている。
2月7日：この年豪州経済は深刻な不況で，豪州生産の 1月は72年以来
最悪の数字となった。「パルサー」は前月比45%強のダウン，豪州日産全体
では25.7%減であった。
3月28日： "Nissan's future rides on Exports" 
豪州日産幹部が「我が社の未来の選択の 1つは，豪州での製造活動から
の撤退である。『ピンターラ』は月に100台しか輸出されていないし『パル
サー』の販売台数も急減したから， 日産の両モデルとも 3万台の罰金レベ
ルを越えられない見通し」と表明した。
7月18日：デベソン会長が「辞職する」との声明を発表した。後任にレ
オン・ダフネ (LeonDephne)副会長が昇格した。今年の豪州日産の赤字
額は 1億豪ドルを超えると見積られている。
(1992年〕
1月27日： 91年の販売台数累計で「パルサー」は20,161台，「ピンターラ」
は11,819台で，市場で7位と 8位であったことが判明した。 30,000台以下
の場合にはペナルティが課される規則があり，豪州日産は生産を継続する
には多額の罰金を支払わなければならない。
1月30日：豪州日産は180人のデザイン・スタッフをレイオフしたが，こ
れは「明らかに，豪州で生産を継続する意思がないことの証明である。」
2月4日： "Japanese Giant Pulls Out of Local Car-Making" (「日本
の巨人撤退」）
日産が豪州での製造活動を中止するにいたった理由にはいろいろある
が，本稿ではとくに「バットン・プラン」に対する不適切な対応，経営戦
略上のミス（モデル決定上の失敗）に焦点をあてて考察してきた。
小論を，ナッフィールド (LordNuffied)―モリス (Morris)やオー
スチン (Austin)の創立者の 1人でイギリスの自動車王 (theEnglish Auto-
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mobile King)一ーが述べた，次の言葉をもって締めくくりたい。「いつか，
どこかの人が豪州で自動車を製造しようと計画しているとすれば，その人
はきっと巨額のお金を失ってしまうだろうと，私は予言する。大量生産の
原則は『多ければ安い』 (themore, the cheaper) ということにあが，豪
州のような小さい市場では， とくに自動車の場合，この原則を実証するこ
とは無理なのだ。」 (NancyButtfield, So Great a Change-The Story of 
the Haolden Family in Australia, 1979, p. 270)。
爾来，ナッフィールドの指摘はいくたぴも証明されてきた。まさに，欧
州日産もそのような会社の 1つなのである。
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